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最 後 の 財 政 学 説
――公共経済と公共選択――
西 村 正 幸
要 約
財政学は，周知の如く，政治学と経済学とを両親として誕生したといわれる。爾来，常
に，政治的側面 -生存条件 -と経済的側面 -生活条件 -からの財政上の機能に関して，財
政学説はフーコーの振り子のように展開されてきたと考えられる。本稿は，20 世紀後半で
展開された財政理論の二つの潮流に言及する。その潮流は，公共経済と公共選択の理論で
ある。特質は，財政理論上，公共経済と公共選択の理論の展開が同時的になされた事であ
る。その同時的展開の間隙に，生存条件を脅かす環境問題が出現してきている。従って，
再度，財政制度，財政ルールおよび秩序の新しい財政学体系の構築の必要に迫られている。
その前に，この二つの理論と分析を整理し，検討し，その問題点を認識しておく必要があ
ると考えられる。
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Ⅰ．財政学研究の二つの方向の衝突
20 世紀後半における財政学の研究は，対照的な財政理論の見方に区別されると思われる。後
に続く財政学の研究者達もこの影響に享受してきたと言えよう。その二つの対照的な学者は，
J. M. ブキャナン（James M. Buchanan）と R. A. マスグレイヴ（Richard A. Musgrave）である。
J. M. ブキャナンは，公共選択（public choice）理論の提唱者である。R. A. マスグレイヴは，公
共経済（public economy）理論を展開した学者である。
R. A. マスグレイヴは，1939 年，独創的論文「財政の自発的交換理論」（“Voluntary Exchange
Theory of Public Finance.”）を発表し，公共財政理論の基礎理論を提唱した。その後，P. A. サ
ミュエルソン（Paul A. Samuelson）は実証的研究から規範的理論へと進めた。P. A. サミュエ
ルソンは，1954 年，「公共経費の純粋理論」（“The Pure Theory of Public Expenditures.”）を発
表した。以来，R. A. マスグレイヴは，多くの論文を発表し，その集大成として，1959 年，著書
『財政理論―公共経済の研究』（The Theory of Public Finance：A Study in Public Economy.）
を出版した。この著書で，彼は，配分，分配および安定部門に対する財政任務を展開し，財政
学の機能を，経済―市場経済―に収斂し，所謂，「公共経済」と名付けた最初であった。
他方，J. M. ブキャナンは，政府に対する懐疑的な思考で，自由主義とその体制の不完全性を，
権威主義の台頭とともにに，その機能が喪失しつつあることに注目した。1948 年に，F. ナイト
（Frank Knight）の下に，博士号を取得した J. M. ブキャナンは，それ以後，反権威主義的なイ
タリア学派の財政経済理論及びスエーデン学者たちの理論研究へと進めた。前者は，1960 年刊
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1) J. M. Buchanan and R. A. Musgrave. Public Finance and Public Choice. 1999. MIT.
以下，本文の頁数は，同書からである。尚，邦文は，関谷・横山監訳『財政学と公共選択』―国家の役割をめぐる大
激論―2003 年。勁草書房。を参照した。
行の，著書『フィスカル政策及び政治経済学』（Fiscal Policy and Political Economy）の中の論
文，「「財政学」・フィスカル理論におけるイタリアの伝統」（“La scienza delle finanze”: The
Itarian tradition in fiscal theory.）にその成果を見ることができる。後者は，K. ヴィクセル
（Knut Wicksell）の博士論文，『財政理論の研究』（Finanztheoretische Untersuchungen. 1896.）
に注目し，その一説を英訳している。K. ヴィクセルの見解から，J. M. ブキャナンは，個人主義
的方法論に立脚して，経済人 (Homo economicus) と政治との交換原理を導出している。この理
論的モデルは，G. タロック（Gordon Tullok）との共著『合意の計算』（The Calculus of Con-
sent. 1962.）で，立憲的政治選択を分析し，政治的意思決定に言及している。
極言すれば，R. A. マスグレイヴは，実証的財政学であると見られる。しかし，両者に共通し
ている方法論は，財政行動の実証的モデル―政策―の研究にあると考えられる。R. A. マスグ
レイヴは，特別な政策目的に対して，支出や課税による私的市場経済の行動を，パレートの改
善的ルールを追及し，J. M. ブキャナンは，政治的意思決定への最適解のルールを常に論及して
いる。結局，財政学における，一方では市場経済部門，他方では，政治―政府―部門の立憲的・
経済的ルールとしての意思決定の方法論的モデルの理論的研究に献身的であった。財政学の誕
生を政治学と経済学を父母に求めた，G. コルム（Gelhard Colm）の提言を，J. M. ブキャナンと
R. A. マスグレイヴは，同時的に，分析・研究を展開されたと考えられる。
かかる両者は，1998 年，ドイツ・ミュンヘンのルドウイック・マクシミリアンズ大学（Ludwig-
Maximillans University）で一堂に会して，五日間に亘ってセミナーで，財政学に関して，方法
論，財政の本質，財政の役割，財政行動の問題点，財政連邦主義及び財政学の哲学に言及して
いる。
Ⅱ．財政学研究の方法論
J. M. ブキャナンは，「我々は，一人々々が，一群のパラメータ （ー存在のパラメーター）の中
に存在している。それは四次元の時空の中に，我々を位置付けている。」（11 頁1)）の命題から出
発している。さらに，「各人は手元にある要素から現実を“構成”し，一つの解釈として，存在
の自然的及び人為的パラメーターを何らかの方法で統合し，人間を規定する理解へと導く」（11
頁）ことにある。従って，現実（reality）は，各人の存在（existent）であり，人間の想像から
独立している。社会（society）は，各人の存在の集合である。ここに社会的現実が存在する。
社会的現実を対象とする視察者（科学者）の研究の対象は，人間行為である。
18 世紀の道徳哲学者によって，「人間性に一般的均一性が存在し，制約の変化に対する行動
上の対応パターンを反証可能な予測ができる」（12 頁）として分析された。その第一人者は，ア
ダム・スミス（Adam Smith）であり，その著書『諸国民の富』（The Wealth of Nations. 1776）
を挙げることができる。この予測には，限界があることを指摘する。即ち，社会的現実から導
出される法則は，現実上のパラメーターの変化を何一つ保証していないのである。例えば，需
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要の法則は，市場の需要的増加に反比例して，市場価格が一層下落するという予測を何一つ保
証しない。それは，市場経済が，純粋に，自生的調整（spontaneous coordination）が存在しな
いことである。そして経済的現実―資本主義経済―は，自由主義という名の下に，社会主義的
カテゴリーの中で行動しているということであった。その役目を果たしているのは，政府の干
渉，即ち，政治的政策によって市場が管理運営されていた現実である。
従って，J. M. ブキャナンの関心は，市場自体の自生的調整機能の回復―市場経済の再生にお
かれた。その関心を公共経済（public economy）の作用に向けたが，公共経済は，市場経済の自
生（自律）性に対して何等役立たなかった。彼の研究課題は，「実証的であろうが，規範的であ
ろうが，課税及び支出の分析を行うには，それ以前に何らかの政治的モデルの必要性に自明の
ことと思った。」（17 頁）のである。この時期に，彼は，二つの財政学の研究の著作に出会って
いる。その一つは，イタリア学派の財政学の巨匠である，A. デ.ヴィティ.デ.マルコ（Antonio
de Viti de Marco）著『財政学の第一原理』（First Principles of Public Finance. 1936.）（英訳）
〔原著Principii di economia finanziaria.1934.〕（邦訳。西村正幸訳『財政経済の原理』1994
年）であった。この著書から刺激を受けて，論文「財政学の純粋理論」（‘The Pure Theory of
Public Finance : A Suggested Approach’. 1949.）を発表している。他の一つは，K. ヴィクセル
（Kunt Wicksell）著『財政理論の研究』（Finanztheoretische Untersuchungen nebst Darstel-
lung und Kritik des Steuernwessens. 1896.）に注目した。イタリア学派の財政学の理論からは，
公共集合体―国家―の集合的供給―公共財―の提供と，集合的資金―課税―の調達に関する効
率性―純粋理論―を求める研究テーマを得た。スウェーデン学派の財政学の理論からは，K. ヴ
ィクセルの集合論的方法（ルール）の構造モデル化に全力を注いだのである。
かかる二つの学説から集合的行動の有効的イデアを得た J. M. ブキャナンは，「ルールの変更
によって，はじめて結果のパターンの変化が現れると予測できる認識を明白にした」（18 頁）。
そしてこの認識に関しては，K. アロ （ーKenneth Arrow）著『社会的選択と個人的評価 』（Social
Choice and Individual Value. 1951.）で提唱された「不可能性定理」（Impossibility Theorem）
の理論に触発された。ここで「共同社会の一員である個々人の選好とは全く関係なく，ある内
的整合性に“公益”（“public interest”）あるいは“社会的厚生”（“social welfare”）の存在」（19
頁）に批判した論文，「社会選択，民主主義及び自由市場」（“Social Choice, Democracy, and
Free Markets” 1954.）を発表した。更に，彼は，公共経済と政治構造の関連について，イタリ
ア学派の財政学を探求して，政治のモデル化に関心を傾注した。これはアメリカの現実主義の
感覚に対して“ショック”（“shock”）を与えた。
次いで，市場の一般選好される対象となる集合的意思決定ルールは，調整的可能性を，K. ア
ローの不可能性定理と結び付けて，G. タロック（Gordon Tullock）と共同して研究した。その
結果，独創性的アイデアは，共著『合意の計算』（The Calculus of Consent. 1962.）にて結実さ
れている。この書では，多数決主義や多数決ルールが，政治的権力の行使の立憲的制約ルール
のモデル化を提唱した。『合意の計算』は，アメリカの政治社会に，分析的な楽観主義をもたら
したかもしれないのである。この書は，1960 年代のアメリカの現実主義的政治社会に，「アナー
キー」（Anarchy）〔無政府主義〕から「リヴァイアサン」（Leviathan）〔怪物〕までの，不等式
の解を提供し，混沌性を整理したのである。つまり，民主主義は，無政府的秩序状態―無関心
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―を，しっかりした立憲主義的制約によって，コントロール（統制的調整）が可能であるとい
う論理である。この理論は，個人に対する政治―組織―の強制を意味するので，その正当性を
集合的行動の限界に求めていった。
このように，過小的政治―無関心―と過大的政治―強制―との相対的規模に関して，その研
究の結果，哲学的基礎として，著書『自由の限界』（The Limits of Liberty. 1975.）に結実した。
本書は，民主体制のもとにおける財政的確立が，統治に対する立憲的制約の設計と構築にある
ことを提唱している。従って，過剰的政治（或いは政策）の無責任を，ケインズ流のフィスカ
ル・ポリシーに警告をなした。R. ワグナー（Richard Wagner）との共著『赤字の民主主義』
（Democracy in Deficit. 1977.）は，立憲的ルールに立脚した予算均衡へと唱導した。更に，政
府の無政府的存在―それ自体が，内的整合性をもたない―官僚的縦割方式に対して，憲法上の
制約から最大の歳入を得られる方式を探った。歳入最大化が伝統的規範的含意と立憲的課税権
との取り扱いについて，G. ブレンナー（Geoffrey Brennan）との共著『課税権力』（The Power
to Tax. 1980.）で主張している。この書は，公共経済の研究者達によって，大いなる批判を受け
ることになる。この規範的論理の行き着く先は，「リヴァイアサン」政府―歳入最大化モデル―
であるとのことであった。従って，次に，同者と共著『ルールの根拠』（The Reason of Rules.
1985.）を著し，政府の経済的行為の限界を示した。ここに「立憲的政治経済学」（Constitu-
tional Political Economy）と呼称されるようになった。
市場経済に対する立憲的制約の分析の中で，J. M. ブキャナンは，1985 年以降，「社会秩序の
生存能力を保証するには十分でない。」（25 頁）ことを知る。そこで彼は「フォーマルおよびイ
ンフォーマルな制約が限界的調整の部分で，お互いに代替的役割を果たすことを認めるけれど
も，倫理的規範や基準が基本である」（25 頁）と考えるようになる。市場における労働と余暇と
の選択から倫理的要素を排除することによって，収穫逓減の法則が成立する。しかし，収穫逓
減の法則と市場経済の配分と集合的配分の相対的効率性との関連についての未開拓の分野に言
及することになる。
J. M. ブキャナンは，立憲的政治経済学において，多数決主義的制度が民主主義の倫理観即ち，
社会秩序を確約するという命題に疑問を持ったのである。ここに財政学の一方の領域である政
治的分野の一般的原理の構築に関心を持ったのである。彼は，F. A. ハイエク（F. A. Hayek）
の著書『自由の基本的枠組み』（Constitution of Liberty. 1960.）で主張された「法の支配」（the
rule of law）が，自由社会にとって必要条件であるという一般性の原理に基づくことになる。
その分析の結果と成果を，R. コングレトン（Roger Congleton）との共著『利益でなく原則に基
づく政治・差別のない民主主義を目指して』（Politics by Principle, Not Interest, Toward
Nondiscriminatory democracy. 1998.）で著した。
結局，J. M. ブキャナンは，財政学の一側面としての立憲的条件を導入した集合的配分の効率
性の原則の確立に力を注いだ。立憲的政治経済学の財政学を提唱した。それは，K. ヴィクセル
の全会一致の民主主義の原則にどれだけ近づけるかにあった。そして，課税権力の形成によっ
て，一歩進めることは出来たが，イタリア学派の財政理論，即ち，その出発が経費の支出への
限界効用理論の適用とは，完全に包括的理論として一致しなかったことにあった。この課題を
残したのである。
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2) 財政経済（fiscal economy）という用語は，既に，イタリア学派の財政学では，―19 世紀後半では―用いられている。
代表には，A. デ.ヴィテイ.デ.マルコは，‘economia finanziaria’（財政経済）と表現している。
財政学の重要にして，必要な分野としての経済分析を担当したのが，R. A. マスグレイヴ
（Richard A. Musgrave）であった。彼の公共経済―財政学―の理論的形成の背景には，J. ロ
ック（John Locke），J. ベンサム（Jamirey Bentham）から始まって，A. ワグナ （ーAdolf Wagner），
K. ヴィクセル，E. リンダール（Erik Lindahl），A. C. ピグー（Arther C. Pigou），J. M. ケインズ
（John Maynard Keyns）及び，A. H. ハンセン（Alvin H. Hansen）にいたる一連の財政理論が
挙げられよう。そして時代的背景も 1960 年代以降の平和的な時期にあたる。
彼は，主著『財政理論』（the Theory of Public Finance. 1959.）において，資本主義が，一つ
の混合経済組織であり，国民生産物の生産は，ほとんど市場経済の生産部門―企業―によって
なされる。その消費面は，その生産要素と課税額との消費に分配される。しかし，市場経済，
特に個人消費も，かなりの部分が，公共予算―政府政策―になされるのが，現代資本主義構造
である。それは市場部門と公経済部門とが重要な領域からなっている。財政は，この公共経済
部門であり，理論への接近は，一つは，公共経済の効率性に関する準則と原理を明確にし，そ
の規範的及び最適理論を探求する。その二は，その収入（租税）と支出（経費）に関する理論
は，予算政策に―即ち，立法措置の経済的帰結に―依存することを明らかにしている。
R. A. マスグレイヴの政策，即ち，財政学の方法論について言及してみる。まず財政学の主体
としての国家の本質と，その運用側面の財政経済学（Fiscal Economics）2)の方法論についてみて
みよう。国家の本質は，「国家は共同事業に従事し，社会的共存の問題を解決するために，また
民主的かつ公正な仕方でそうするために形成された個人の連合と考える。」換言すれば，「国家
は，個々人の成員の共通の関心に基礎を置き，それを反映する契約に基づく事業（a con-
stractarian venture）である。」（31 頁）と定義する。そして国家（公共部門）は，社会経済秩序
の一部を形成するが，個々人の欲求に関心を持ち，両者の相互作用の欲求に関心を持っている。
このような社会的共存（social coexistence）に目的がある。社会的共存は，市場経済の外部性
に効率的に対処する任務がある。公共政策が民間市場から逸脱しているのではなく，当然の手
段として存在するのである。すなわち，「社会秩序にとって，基本的且つ補完的役割を果たす。」
その「秩序」とは，資源のパレートの効率的利用だけではなく，社会的共存―分配上の正義と
個人の権利と義務―の存在によって，民主的社会が機能するからである。
社会的共存は，社会的正義（social justice）を無視して，パレートの最適解の達成だけでは機
能しない。国家の基礎は，個人（主義）であるが，同時に，個々人間の協調性なくしてはあり
えない。ここに社会的共通性が要求される。社会的共通性にもとづく社会的選択が必要なので
ある。社会的選択は，政治制度と政策決定によってなされるが，その集合による選択には，合
意が必要である。その合意（consensus）は，J. A. シュペンター（Joseph Schumpeter）の共通
価値なのである。財政経済学における意思決定は，この共同社会の成員間に共通の関心の価値
にあり，それは共有される。このことは，古典学派の経済学者，J. S. ミル（John Stuart Mill）
によって，生活において個人の利益に関する部分は，個人に属し，主として社会の利益に関す
る部分は，社会に属すると論じられている。（J. S. Mill, Principles of Political Economy. 1848.,
On Liberty. 1859.）
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社会的利益は，究極的には，国家制度（State Institutions）によって，創出される。国家制度
とは，立法―議会，司法―裁判所―，そして行政―公務員（civil service）の三権分立に基づく
ものである。この国家制度の下においては，国家は，「個人が全体（whole）に吸収される有機
体としてなされる」のではなく，「共同事業に従事し，社会的共存の問題解決のために，民主的
且つ公正な方法で行おうとする個人の連合である。」（31 頁）従って，各機関は，決定目標達成
のための効率的解を見つけ，政策目標の選択に実効ある運営を必要とする。この運営に当たっ
ては，効率的政府の下に，実効的行為と実現可能な範囲を設定することが必要である。しかし
公益（public interest）を追求するあまりの，議員や役人たちの立法と行政の怠慢と自己権力の
過大と不正は，歪曲された政治となり，国民の社会的共通の価値から遠ざかるのである。W. ニ
スカネン（W. Niskanen）は，この政府に対して，警告を発したのである。
財政研究の方法論として，R. A. マスグレイヴは，まず，規範的目的を達成すべく合理的な一
連の行動を研究する。それは，理念タイプではあるが，実行可能な次善を確認するには，最善
の解を求めておくほうがよいからである。この次に価値判断（value judgment）のために，価
値関連要素とその結果との因果関係を研究することである。R. A. マスグレイヴが，国家財政
の本質を，財政の役割として，三つの部門（予算政策の三つの目標），即ち，配分，分配および
安定に限定しているのである。これらを総合して，公共財（public goods）の供給という。公共
財の供給は，市場経済の生産と同じでない。従って，公共部門の制度―財政―が，私的部門―
市場経済―にとって代わるという意味ではない。それは，補完（complement）的機能をもつも
のである。
さて，公共財の概念は，D. ヒューム（David Hume）やアダム・スミス（Adam Smith）によ
って言及された。それは防衛（defense），司法（justice）及び公共事業（public works）である。
これらの公共財は，個人あるいは少数の人々にとっての費用によって報いることができない。
古典学派の財政学説では，これら政府の任務を言及している。このような公共財の理論は，約
二百年後，限界効用理論によって，モデル化にこぎつけたのである。それは，市場経済での私
的財と財政における公共財の供給の理論は，供給費用と消費者の選好とが一致するように供給
される。両財とも，限界費用と限界便益とが等しい点で決定されるのある。
公共財と私的財が，供給の費用と消費者の選好とが一致するように供給されるという理論は，
両財が同時的に存在することを前提とする。この共通の前提から出発して，次のような二つの
分析系（モデル化）が試みられた。一つは効率的供給が準備される方法は，選好顕示への障害
を考えれば，市場の競りに，投票（政治過程）を置換できると考える。他の方法は，選好が知
られていると仮定し，資源利用（配分）を私的財と公共財に分割するときに満たされる効率を
分析する方法である。前者は，K. ヴィクセル的分析であり，後者は，P. A. サミュエルソン的分
析である。
公共財の効率的モデルは，実際には有益ではない。それは，全知のレフリーは（神の如くは）
存在せず，選好顕示への対応が不可欠である。ヴィクセル系分析は，予算支出と課税の両側面
の同時決定を前提とする。同時決定は，投票による。しかも，「ほぼ全員一致」（proximate
unanimity）（100％に近似）の投票ルールによって決定される。E. リンダールは，便益の限界評
価に従って，税価格（イタリア学派の租税価格理論と同じ）を支払う義務を負わせている。従
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って，課税は，選好顕示を確実にするメカニズムなのである。ヴィクセル・モデルに，リンダー
ル・モデルは，効率的結果を侵害する結託を想定している。いずれにしても，市場も政治も不
完全である。K. アロー（Kenneth Arrow）は，この課題に挑戦し，不確定性の原理を前提とし
て，投票による選択及び民主主義は，すべてが良いとは言いがたいと見ているのである。
そこでR. A. マスグレイヴや P. A. サミュエルソンが呼ぶ「純粋公共財」（pure public goods）
は，消費が非競合的であり，受益者の数には関係がない。ここでは選好顕示と支払いを排除で
きるが，非効率となる。しかし，例えば，クラブ財のように，利用人数の増加するに比例して，
共通の便益が低下する。ここでは排除は可能となり，効率的となる。限界費用価格が選好顕示
を保証するに近いメカニズムがある。国家が用意する財については，コース（R. H. Coase）が
提唱した「社会的費用」（social cost）―外部性の発生に伴う費用負担―の概念を用いる。外部
性（externality）に，「善」財（goods）と「悪」財（bads）が存在し，後者は被害者となる。こ
こに加害者と被加害者（犠牲者）との権利ルールを設定する場合に政府が必要となる。このよ
うな財を，R. A. マスグレイヴは，「混合財」（mixed goods）と名付ける。更に，彼は，公共財と
私的財の効率的選択は，両者の利己的選択に基づいていた。これは，A. ワグナーを中心とする
社会政策学派の伝統的財政の動機の問題であった。しかし，利己的或いは個人的選択であって
も，社会的正義としての財―例えば，教育，福祉など―は，選択の供給を支持する。このよう
に私的財と公共財が，善財として共通される財の提供にある。このような財を，「価値財」（merit
goods）という。従って，市場（私的）部門による悪財の外部性を引き受けるものが，政府（公
共）部門による善財，即ち公共財である。それ以外にも，両部門が善財―非外部性―を提供す
る財を認めるのであった。
従って，財政設計（fiscal design）―財政政策―として，分配問題については，二つの財政分
配モデルを必要とする。一つは，ヴィクセル・モデルであり，他は，サミュエルソン・モデル
である。
ヴィクセル・モデルは，公共サーヴィスの資金調達が，分配上，「中立的課税」（neutral
taxation）で実行される。その結果，「公正」（fair）であることは，「正義」（justice）的分配で補
完されることである。支出＝税の財政設計が効率的であることが必要である。K. ヴィクセル
は，課税の正義は，（市場での）資産や所得分配が正義に適っていることを前提としている。従
って，政府の財政的分配は，税＝移転的支出を前提として，社会的厚生関数（social welfare
function）が規定される。
サミュエルソン・モデルは公共財と私的財の混合パレート最適組み合わせを示す「効用フロ
ンティア」（utility frontier）理論を導出し，フロンティア上の最適点を示すために，公正な社会
的分配を決定する社会的厚生関数を用いる。従って，パレート・フロンティア・モデルを構成
している。
公平課税（equitable taxation）は，歳入が歳出から独立しているという前提で展開してきた，
アダム・スミス，J. S. ミル，F. Y. エッヂワース，A. C. ピグーなどの課税理論に見出される。ア
ダム・スミスは，「支払能力」（ability-to-pay）に応じて，国家の保護の下に，おのおのが享受す
ることであった。J. S. ミル以降は，課税の正義は，この支払能力によって決定されることであ
った。更に，F. Y. エッヂワース（Francis Ysidro Edgeworth）が整理したように，「負担の適正
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配分」（just distribution of the burden）は，絶対的，比例的及び限界犠牲（equal absolute,
proportional and marginal sacrifice）の公平であった。H. シジウィック（Henry Sidgwick）は
比例的犠牲説を，F. Y. エッジワース及びA. C. ピグーは限界的犠牲説を選択している。それ以
降の課税理論のパラダイムは，公平から「効率性」（efficiency）へと移行し，最大厚生に対応す
る最小犠牲へと進んだ。両者が一定の定式で結合させて，逓減限界効用所得関数（decreasing
marginal utility of income function）を導出した。従って，最上位の所得から，必要なだけの課
税を徴収してゆくのである。
それ以降，課税理論は，A. C. ピグーによって，「死荷重損失」（deadweight loss）を更に精密
にして「アナウンスメント効果」（announcement effects）によって修正された。そして，今日
では，最適課税理論は，二つの関心に向けられている。その一つは，バーグソン＝サミュエル
ソンの社会的厚生関数が，個人間の基数的効用比較するために，効用の集計の方法が必要にな
る。規範的公理から導出できず，利己的個人は，「無知のヴェール」（a veil of ignorance）を有
するが，公正な分配状態を選択するようになる。それは危険回避という選択を持つ。この考え
方は，ブキャナン=タロックによって追求された。もうひとつは，新功利主義といわれる定式
である。公平選択の合意が，倫理的前提とされることである。「危険回避」（risk aversion）の
前提（ハーサニィの理論）によって，全員に等しい自由と，マクシミン（maximization）-J. ロー
ルズ（John Rawls）を含む正義の基本原理が満たされる。しかし，R. A. マスグレイヴは，依然
として，危険回避は解消しないという。そこで，第三の領域として，マクロ政策を提唱する。
配分政策は，市場経済と財政に分割された。財政部門―政府―のマクロ政策（macro policy）
は，フィスカル・ポリシー（fiscal policy）（財政政策と訳されたが，G. コルムによって，財政政
策は，public finance policy であり，フィスカル・ポリシーは，国庫操作に過ぎないと指摘する）
として提唱された。フィスカル・ポリシーの原理論は，ケインズ・モデルである。ケインズ・
モデルは，市場での総需要不足は，市場の自律的調整では克服されないという前提に立ってい
る。賃金の下方傾向は，需要を拡大せず，価格下落をもたらす。低利子率は，貨幣量増加も，
流動性による無限の弾力的需要によって，吸収されてしまう。増税はデフレ効果をもたらす。
これらの市場の沈下に対して，政府の赤字（借金）財政支出によって，完全雇用政策水準へ回
復する論理を前提とすることが提唱された。
財政学は，政策として，公共財の供給と市場の失敗を取り扱い，完全雇用水準への回復を担
当させられたのである。この目標に向かっては，乗数理論と加速度原理を以って，補正的財政
政策が展開された。これに対して，経済理論上，雇用水準への有効性を，ＩＳ＝ＬＭ・モデル
をU. K. ヒックスによって提唱された。市場経済の（理論的）自律的理論として登場する。フ
ィリップス曲線が，ＩＳ＝ＬＭ・モデルとインフレとの関連を見極める手段として登場する。
静態的完全雇用均衡が，所得成長の均衡的場に代置された。1960 年代の新古典学派モデルであ
る。ＩＳ＝ＬＭ・モデルによる市場経済理論の補強によって，フィスカル・ポリシーは後退す
る。しかし，このケインジアン政策は，ＩＳ＝ＬＭ・モデル政策にもかかわらず，地下支えと
して続けられた。その結果，アメリカでは，1980 年代，日本は 1990 年代に，超高度成長―過剰
貯蓄―をもたらして，その行き場として，非経済的な貨幣供給の過剰性をもたらした。所謂，
バブルがはじける不況をもたらしたのである。拡大的に，ＩＳ＝ＬＭ・モデルの利用は，合理
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的期待モデルを希薄にした。
かくして，現在のフィスカル・ポリシーの有効性は，単なる拡張政策―支出増加―によって，
むしろ市場の均衡の自律性におかれることを問題とされるにいたった。財政学―殊に，財政政
策―は，種々な経済理論と結び付けられ規範的モデルの構築に関心がむけられている。R. A.
マスグレイヴは，この新モデル形成には，外部性の存在する分配問題への解への手段として，
財政モデルの実用性を考えている。公共部門は，市場部門との対立ではなく，社会資本の形成
を補完するという，市場モデルと財政モデルの同時性（共存）の必要性を訴えている。
Ⅲ．財政理論――経済的役割――
R. A. マスグレイヴは，財政国家の基本的機能―資源の分配，所得の分配および完全雇用およ
び価格水準の安定と成長―を，三つの役割とした。その役割を具体的に何を政府部門が担当す
べきかについて言及する。
19 世紀，後半に提唱された社会政策学派財政学説の重鎮，A. ワグナー（Adolf Wagner）は，
国家経費が年々膨張すると予測（法則）した。20 世紀において，各国の財政予算額は，絶対額
はもちろんのこと，ＧＮＰに対する財政支出の割合―相対的に―も，10 ～ 40％まで上昇した。
A. ワグナーは，その原因に三つの要素を考えている。それは経済構造の変化，社会の民主化お
よび社会正義への関心の増大である。殊に，賃金給与階層の集中化が，都市形成を成長させ，
市場製品のための技術向上は，公共サーヴィスに，欲求を拡大せしめた。A. ワグナーの文化的
および福祉的役割が財政機能に加わったのである。
このような公共部門の膨張は，反面，政府の自己増殖的リヴァイアサン（怪物）と呈するよ
うになった。このような病理的性向は，多数決的投票の欠陥，利己的政治家と官僚の権利の乱
用，そして財政錯覚（illuzione finanziaria）を創出した。このような一種の財政の乱用は，市場
経済の利己性や自律性を逓減させていったのである。これらの公共部門の拡大は，経済的変数
―所得，人口，構造―に帰因する事ができる。勿論，交通網のインフラストラクチャーの整備，
公教育や社会保障の充実という公共予算は，市場経済の成長や社会福祉に大いに貢献してきた。
従って，公共部門の存在なくして，私的部門の繁栄はなかったのである。公共支出部門だけで
はなく，公共サーヴィスの費用のために，資金調達―租税―が必要である。かくて公共支出部
門の拡大が，納税の拡大を求め，死荷重損失は限界税率以上に増大する。ここに資金調達方法
が，一括税であろうと，所得税であろうと，最適規模，所謂，課税の限界が問題となるのであ
る。この財政の限界を次の三つの観点から言及する。
１．公共財の供給
ある公共財は，非競争的消費―独占財―または，クラブ財であっても，消費財と資本財と競
合する。私的部門から，公共財への支出者又は消費者とすることは誤りである。公共支出の投
資的問題は，教育や文化および健康へが，私的投資を超えることが屡々ある。殊に，科学的技
術への公共投資は，市場経済の成長に貢献する。従って，公共予算は，資本的支出と経常的支
出を区分すべきである。経常的支出は，現金支出（pay-as-you-go）の資金調達なのである。資
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本的支出は，資産の耐用年数を以って減価償却を伴う借入金の資金調達である。
行政―公的部局―スタッフ（官僚）は，プログラムを管理し，その設計については助言する。
M. ウエーバーの「公僕」（civil servants）は，公共政策として，効率的に運営されるべきである。
効率的運営は，膨大な資料を準備し，分析して「費用＝便益分析」（cost-benefit analysis）によ
って，その枠組みを提供することが大切である。そして分析は，「等しい結果を生む代替的手段
の費用を比較することに限定されねばならない。」（67 頁）と言う。この仮定で多く仕事に従事
するのが，公的部局（public bureaus）―公務員―である。
公共財の生産形態は，非市場供給の財・サーヴィスの供給に従事することである。この生産
には，政府が民間企業を雇用することによってなされることも可能である。基本的に，財政国
家は，社会主義体制と混同してはならない。私的生産と公的生産（public production）との必
要性は，その便宜性にある。公的生産にも，私的生産と同様に，独占形態による弊害―独占価
格や外部性の創出―が生じうるが，その弊害が可能な限り私的生産形態で創出するよりも小さ
い場合，委託生産すべきである。ここに公共性がある。
次に，公的供給（public provision）には，私的財と同じ供給の性質がある。
（１）は，教育や保健施設の公共財は，消費には競合的でない個人的便益を提供する。ここに
は，受益者が見逃す外部性を生じさせる。（２）金銭的援助は，貧困者に基本的に保護サーヴィ
スを提供する。ここでも，贈与と公的提供とが競合する。（３）非弾力的―例えば，戦時下の基
本食料の提供や医療の―提供がある。ここでも常に，市場原理の如く，費用＝便益分析と同じ
原理で提供される公共サーヴィス―例えば，公的住宅―の供給がある。（４）私的財の公的供給
は，選択の平等分配を提供する。これは，社会的厚生関数が，温情主義形態をとる。（５）私的
財が，パレート最適再分配でなく，提供者の効用が，受取人の所得効用に依存する。いずれの
場合にも，私的財の公的供給の役割と提供は，外部性や環境という外部要因を克服できない。
最後に，公共財にも負の公共財（public bads）が存在することである。外部便益の無視と同
時に，外部費用（external cost）も無視されることがある。汚染者への課税は，汚染発生を財政
的矯正手段として防止することができるし，同時に，撹乱効果を防ぐこともできるという正の
外部性も引き出すことができる。環境汚染削減は，市場経済の外部費用を削減し，市場メカニ
ズムの効率性を高めることができる。
２．移転（Transfers）
財政国家が行う任務の二つ目には，分配政策がある。この任務は，予算上，移転プログラム
である。移転的支出は，資源の利用の観点からは，公共支出の潜在的浪費を伴うこともあるが，
移転支出の増加は，分配を変更する効果をもっている。このプログラムには，大別して，貧困
の救済と社会保険がある。
貧困の救済（relief of poverty）は，分配的正義（distributive justice）として，最低水準の維
持に目標を置く。最善の解（best solution）は，予防的（preventative）である。例えば，教育，
労働市場および保育施設の提供は，低所得者へ個人的給付によって，収入の増加を意味し，減
額しなければならなくなる。従って，限界税率で課する必要をもたらす。しかも，労働意欲減
退の謗りをまぬがれない。また，一律税（flat-rate tax）の課税によって，幅広く一律移転を提
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供することである。結局，補助の減少と課税の引き上げとなる。従って，貧困の救済は，選別
的政策となる。殊に，稼得所得に対する税額控除―逆に，賃金補助は，労働提供に負の効果を
抑制する設計を必要とする。
他方，社会保険（social insurance）による所得移転である。保険は危険回避および不確実性
から，分配的正義を確定することは困難である。従って，公共政策が係わる理由がある。それ
は，全個人が保険に入ることは，公共利益をもたらす。最低生活水準を維持するからである。
それ故，強制の必要がある。次に，分配上の正義から，危険に対する保護は，等しい条件で利
用されるべきである。即ち，逆選択を回避する。最後に，絶対的公平問題から，低所得の基礎
水準の保険を利用するように，支出を補助する。例えば，老齢保険等は，これに当る。
若し，強制的私的保険制度は，任意私的保険制度の逆分配の正義をもたらすならば，必要で
あるが，強制的という厄介な手続きを必要として実行不可能である。ここに共通性及び共同性
の観点から，社会的な保険制度が必要なのである。社会保険制度は，賦課方式（a pay-as-you-
go basic）を基礎に行えば，世代間の公平の問題を起生されることなく運営できる。しかし人
口―賦課対象者と非賦課対象者―との構成比が変動すると，その運営が危うくなる。社会保障
制度は，法律で決定された保険料負担と給付請求と共に，貯蓄された積立金（pooled reserve）
が必要となる。けれども，経済的および人口的見通しについて長期的予測（long-term predic-
tions）に誤りが生じた場合には，修正が必要となる。
社会保険制度における公的保険は，積立金の運用に問題が生ずる。一般的には，公債への投
資が典型的である。公債は，低利であるが，リスクも少ない。この公的制度にも問題点がない
わけではない。それは，積立金の運用対象が，公債である場合，公債の世代間による償還によ
って，負担者と受給者との不一致が生ずることである。年金給付と同様に健康保険も，高齢者
ほどケアの必要性が増大する。即ち，老齢人口が若年人口より比較して高い比率になるならば，
費用を上昇させる。しかし，医療技術の進歩は，潜在的便益と保険費用とを共に増加させるこ
とになる。
３．課税制度の改革（Reform）
公共予算の問題は，民主主義政治制度では，「良い課税」（good taxation）が検討されるとこ
ろにある。良い課税への接近努力は，「改革」という形式であらわされる。課税制度の改革につ
いて，R. A. マスグレイヴは，課税の理念が，包括的な増加ベース（accretion-base）及び累進的
個人所得税（progressive personal income tax）にあると述べている。この方式は，C. シャンツ
及びH. シモン（C. Sanz, and H. Simons）によって支持されている。法人税も個人レベルの課
税に統合された。一般消費税と財産税は，地方税として受け入れられつつある。しかし，最近
では，包括的なベースの所得課税の原則に代って，資本所得を分離課税の方向での改革が言わ
れている。それは，所得課税の複雑さ（累進的段階の多項性と申告項目の多項性）にある。そ
の改革の一つに，「一律税」（flat tax）がある。
この一律性には，次の三つの問題点がある。（１）課税ベース（tax base）の選択―所得か消
費か―。（２）税率（tax rate）―累進税率の階層の縮小―。（３）人的課税（personal tax）―
個人課税の犠牲（sacrifice）の問題である。
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（１） 課税ベースの選択について伝統的見解は，支出能力を所得に求め，賃金所得及び資本
所得に求める。消費や貯蓄間では，差別しない。所得は消費されるとの前提に立って，利子課
税は排除される。この見解は，所得がすべて消費されるという仮定に立っている。所得は消費
以外に，貯蓄や贈与，遺産を形成する。これらを「富」（wealth）という。この富に対する追加
課税が必要となろう。従って，R. A. マスグレイヴは，課税ベースの選択は，単一的に，すなわ
ち所得のみ（或いは消費）に限定すべきでないと主張する。賃金ベース，消費ベースに課税す
るのが望ましい。つまり，人的課税以外に，付加価値税（ＶＡＴ）も必要である。その上，カ
ルドア流の支出税（expenditure tax）がある。この税は，全消費に対して，納税者が，単一ベー
スで課税されるのである。この方法は，手続きが複雑である。即ち，現金収入から，借金返済
＋正味の投資を差し引いたものを消費という。単一的消費ベースのみの課税，一律税は非人道
的になりかねない。
（２） 次に，税率について，一律税率の適用は，免税額を考慮した後になすべきである。実
効税率は，比例的である。そして控除後の一律課税は，実効税率が累進的となる。この場合，
階層税率を適用するが，中位層の負担が引き上げられ，最上階層の税負担は引き下がる傾向が
ある。
（３） 従って，人的課税は所得ベースを課税対象とする。所得課税は，控除額を差し引いて
源泉徴収すれば，単純化することができて，財政規律（fiscal discipline）を確保することができ
る。
最後に，R. A. マスグレイヴは，税改革は国内問題だけでなく，経済のグローバル化の状況の
下に，グローバルな税改革が必要であることを付け加える。
マクロ政策について，赤字及び黒字財政の予算措置が，ケインズ・モデルで役割を果たして
来た。そのことによって，本来，財政規律，即ち，経常予算の均衡が放棄されてきた。このこ
とが，市場の利子率の調整がかく乱される結果をもたらし，財政政策の有効性に疑いをもつこ
とになる。従って，財政政策のマクロ的役割については，公共サーヴィスの効率的供給と租税
政策の効率性と平等的側面と調和させる必要がある。たとえば，租税負担の分配についての公
平の問題は，市場での消費支出や投資支出の大きな変化と関係がある。即ち，政策上の問題は，
財政と市場経済との相互依存関係に留意して，配分，分配及び安定への適切な管理が必要とな
る。財政政策の貢献は，市場及び社会への補完にある。
Ⅳ．財政的役割の限界――政治的行動に対する制約――
財政学史上，約百年に亙って，財政学は，G. コルム（Gerhald Colm）が述べているように，
財政学と経済学から誕生したが，常に，経済学に足軸をおいて論じられてきた不均衡に，警鐘
をならした。この課題に，J. M. ブキャナンは焦点をあてたのである。
J. M. ブキャナンは，公共部門の最適規模について，そう簡単ではないという。国家―集合的
機関―の効率―促進的役割は，財産や契約を保護する法的枠組が必要である。このような保護
的国家を超えて，生産国家や移転福祉国家へ移行するときに，国家―財政―の限界がある。そ
れは公共財が非競合的である純粋公共財については，財政国家の範囲である。これらの財の賃
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金調達に認められる役割は，ＧＮＰの 10％程度である。これを超えて，技術的に分割可能な，
及び私的財の集合的供給に，国家の公共財が加わるとき，問題が生じる。市場の失敗に対する
政治行動の正当性は，温情主義原則から理解されるかも知れないが，個々人の選好が必ずしも
一致しないので，大いに疑問が残る。
そこで，財政国家の役割は，分配的側面において，市場の分配―パレートの最適解―に対し
て，どのような再分配（redistribution）を担うべきかとを識別しなければならない。すなわち，
市場の分配の修正的な再分配を，財政国家が，支出と課税側面で行うとき，新しい混乱状態を
起生することになる。財政政策が，ローレンツ曲線を 45 度線に接近させる政策を目標とする
ときには，富者から貧者へ，富裕所得から低所得階層へと移転的作用として，市場的―任意的
―所得分配を，財政的―恣意的―（ある意味では）再分配を政治行動とする。このような政治
行動の正当性は，存在するのであろうか。個々人の機会の平等が，教育という公共財（国公立
教育）で達成されるのは，ひとつの側面―教育の機会の均等が，能力と公共財の供給が等しい
ときに，平等性が成立する。つまり，分配面の有効性が存在する。
次に，資金調達の面から，課税の権力（power of tax）の関心では，立憲的累進課税から，一
律税へと進展することは，課税ベースを拡大し，税率を二階層に変更することである。この選
択は，R. A. マスグレイヴ，J. ペックマン（Joseph Pechman）等による 1986 年の租税改革，さ
らに，公共選択理論から，J. スティグリッツ（Joseph Stiglitz）によっても賛成された。J. M. ブ
キャナンも，1986 年の論文で，この考え方に同調している。
R. A. マスグレイヴの公共経済は，民主主義的政治の作用について，J. M. ブキャナンよりも，
楽観的（optimistic）であり，介入主義的（paternalistic）である。J. M. ブキャナンは，国家を
包括的に考察すれば，制度を伴った複雑な集合体であり，政治的共同体の成員による評価は異
なる。政治的或いは集合的行動の効率性の評価は，政府の権限を与える立憲的制約（constitu-
tional constraints）の効率性と望ましさにある。現実に，立憲的制約―政治的権限の行使は，選
挙を通しての議会および立法府の行動に依存する。
さて，財政国家において，基本的に，国家の成員が，全員立憲主義者（constitutionalists）で
あることを前提とする。立憲的制約は，選挙によって選ばれた議員とその制約を受けない官僚
とに割り当てられた権限であるが，立法府は常に行政府の一連の権限を制約する。それ故，選
挙による制約は，選出された代理人が行使する。従って，この議会制度が課税権力を付与する。
立法府の権限は，国家が許容される行動の限界を，常に法律に基づいて制約するのである。
制約こそ，政治的枠組の効率を明確にさせる。制約の論理は，立憲的制約の基本であるが，
自由あるいは自発的選択の行使の限界である。経済学では，常に，最大化（maximum）を求め
るのである。その相違は，財政学では，個々人の選択を基本とするが，集合体の選択に基づく
ものである。従って，集合的選択には，私的活動の自発性や任意性に対して，常に制約が伴う
ものである。集合的行動の制約は，個別的行動のルールの選択を制限することに留意すべきで
ある。
集団的行動の制約は，政治的決定のモデルとして，多数決のルール（majority rule）を用いる。
一般に多数決ルールは，単純多数決ルールを採用する。このルールは，個人が便益価値から費
用負担（税）を差し引いた純価値を得る。この仮定モデルに，各個人が同じ方程式で，同じ数
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値が得られるならば，それは公平で，平等であることを証明することである。しかし，このルー
ルには，多数派結託者が少数派結託者の期待価値をも創出するという制約が前提となる。この
前提がくづれる場合，多数決ルールは，差別的集団行動となり，支配的有利な行動と化してし
まうだろう。この場合は，資源の浪費を生じさせることになる。従って，もしも多数派が，便
益価値を変更せず，少数派にその費用負担（税）を押しつけるならば，押しつけられた少数派
は純価値が，負（マイナス）になる。その上，公共財が共同所有され，非分割財およびサーヴ
ィスと暗黙のうちに限定してきた。しかしこの暗黙の制約がなされないとすれば，総便益が片
寄り，再分配効果は，差別的となる。ここに予算分配の差別（歪み）が生ずる。
次に，正当に選出された政府の権限に対する制約は，集合的決定の手続き（procedure）にあ
る。理論的には，K. ヴィクセルの多数決より全員一致という集合的決定によって，効率姓と非
差別が得られる。J. M. ブキャナン氏は，この集合的行動の多数決ルールから包括的ルールへ
置き換えることによって，多数決のルールと民主主義とを同一視できると提唱したのである。
つまり多数決ルールが非差別的（nondiscriminatory）でなければならぬことである。従って，
公共財の便益価値に対する費用負担も同じでなければならない。しかし，彼は包括的ルールに
おいて，便益と負担の差別的な組み合わせの調整は可能であるという。
この立憲的制約，即ち，多数決ルール決定が，反対投票者たちをも包括して，全員一致決定
と重ね合わせる仮定には，財政的には，再分配仮定―支出において実現するしか方法はないで
あろう。この投票ルールの正当性は，再分配において，公共支出が，純粋公共財のみで達成さ
れるし，また分割可能な財（移転的経費）として，一律補助（demo grants）にて認証される。
更に，資金調達（financing）―課税―面においても，一般性の基準として，頭割り平等税（equal-
per-head taxes），即ち人頭税が，立憲的制約に基づく財政的再分配の一般性基準となろう。つ
まり，一般性基準とは「どの個人も集団も，いかなる免除，控除，税額控除，除外も認めない」
（122 頁）ことにある。従って，あらゆる所得に課税される一律税（flat-rate tax）もしくは，
L. イエナウディ（Luigi Einaudi）提案の比例課税がこの一般基準を満たすことになろう。
かかる財政的再分配は，中位所得以下の人々には，「高い税，高い頭割りの補助を要求し，中
位以上の所得者は，低い税，低い頭割りの補助を好むだろう。」（123 頁）ということになる。か
くして，頭割りの等しい補助（移転的支出）対，免除，控除，除外，控除のない一定率の比例
所得税の下では，公共財の効率的促進―累進的課税―とは，反するものである。このような財
政的再分配が，包括的でない仕組みの予算制度が，20 世紀の仕事であったが，次世代では，立
憲的制約の下における財政再分配（Fiscal Redistribution on the Constitutional Constraints）の
財政ルールが必要となる。
J. M. ブキャナンの立憲的制約の下における財政的再分配のルール（制度の現実化）について，
二つの手続きを提案している。
その一つは，立法議会（多数決ルール）が，超多数決主義的枠組みの制度的設定の必要にあ
る。このモデル化以前には，政府の行動―例えば，アメリカでの大統領拒否権，独立の司法審
理等―の独立にある。しかし，立法府の行動と行政府の行動とが一致するモデル・ルール造り
が必要なのである。
その二は，これらの立法府と行政府（集団）行動の一致には，特定の集団的利益の結託
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（coalition）によらねばならない。予算面の支出と課税の明白な目的設定が一致するところの
手続的制度の設定が必要である。差別的な課税と差別的な支出に，利益的集団の結託によるレ
ント・シーカー（rent seeker）の介入を，恣意的に排除すべきである。憲法上，差別的に有利
な財政―支出対課税―プログラムは，公共利益（public interest）に反することになる。
かくして，J. M. ブキャナンは，予算面において，恣意的な政治差別が生じないように，財政
ルールを確立せねばならないと述べている。それは，特別な報償又は制裁のために，特定の産
業や専門職，職業，消費者，投資家などに，攪拌的行動を付与してはならないというルールに
よる制度化である。このために「依然として努力目標は，公共経済が効率を下げることなく，
むしろ促進させる確実なものとすることが重要である。」（126 頁）この制度的ルールに，政治制
度を適合させるべきである。即ち，「公共的選択者」（public chooser）として参加すべきである。
そして公共的選択者は，常に，A. C. ピグー流の厚生経済学から生ずる外部性を，内部化様式モ
デルを見つけることが，制度上重要である。それは集合的選択の代替案が，自己的評価の中に
スピール・オーバー効果の一部を組み入れることにある。
次に，R. A. マスグレイヴの制約，そのモデル，多数決ルール，そして結託の役割についての
解釈に言及する。
基本的に，R. A. マスグレイヴは，J. M. ブキャナンの立憲的制約論に賛成している。その上
に，次のように述べている。制約（restraint）の問題については，民主国家による集合的行動が
前提となっている。J. M. ブキャナンは，国家の制約は，市民が平等な選挙権を有し，国家の代
理人は，選挙で再選され，既に，立法議会が確立されているという。この前提に立って，R. A.
マスグレイヴは，適切な予算規模が，消費者選好，資源の配分および技術の水準をもって，ど
のような外部性をもたらすか，また共同体の社会的厚生関数形態のあり方を研究する必要があ
る。その上，集合的行動の意志決定過程での，自己増殖的政府機関および財政錯覚（self-
aggrandizing governmental agents and fiscal illusion）に気をつけなければならないと指摘す
る。
次に，ヴィクセル流モデル―単純多数決から取引費用によって限定された全員一致する―か
ら離れた J. M. ブキャナンの民主主義と多数決主義を同一視することに対して，R. A. マスグレ
イヴは，決して，多数決ルールの決定が，必ずしも差別のない状態と同じでないことを指摘す
る。モデル 98（1963 年）は，結果よりもルールを重視することに疑問をもっている。従って，
新しいモデルが必要である。
R. A. マスグレイヴは，多数決ルールを指示するが，同時に，循環，ログ・ローリング，アジ
ェンダ操作などの不完全性を見逃さない。その上，彼は選好顕示を目指したクラーク税の如く，
アプローチする。
また，R. A. マスグレイヴは，結託の役割について，中位投票者モデルを容認する。それは，
M. ウエーバ （ーMax Weber）や J. A. シュンペータ （ーJ. A. Schumpeter）による公共選択と社
会的機能との関連に注目すべきである。つまり民主主義社会における行動は，結局，結果を決
めるのは，個人からなる集団であるということである。
最後に，多数決ルールと差別の問題に言及している。この多数決ルールは，結託に基づくロ
グ・ローリングが過大な予算を生む。この行動は，どうしても特定の利益をもたらすプロジェ
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クトを支持する。また，中位投票者モデル（median voter model）についても，投票の不完全さ
が，不可避的に予算規模を拡大（又は過小）することもある。従って，再分配の利益の追求は，
公共財との組み合わせによって，差別（discrimination）が生ずる。これはR. A. マスグレイヴ・
モデルに従って，配分部門と分配部門を分離することによって，そのような余地を排除するこ
とができると指摘する。即ち，J. M. ブキャナンは公共財の資金調達のために，比例的所得税を
用いる。これは，再分配のために，一律補助（demo grant）とその資金調達とは別個の問題で
ある。つまり，公共財やサーヴィス水準についての中位投票者と一律補助については，異なる
事象である。L. エイナウディとK. ヴィクセルの理論モデルを統一することはできないことを
示唆している。
差別には，二つの形態がある。その一つは，公共財に対する選好が結託（coalition）の選好と
類似していたとしても，損失を蒙る少数者に税負担を課する。従って，この問題には，均一課
税（uniform tax）ルールが役立つ。しかしこの均一課税も，少数者に，便益をもたらさない場
合，差別が生ずる。その二は，公共財と結託に対する選好（preference）が，類似性をもたない
場合である。不均一（累進）課税と結託が特殊利益をもたらす場合，差別が生ずる。従って，
J. A. ブキャナンの立憲的制約の一般性ルールにおいて，全体に特定税＝支出モデルに基づく投
票は，結託を必要としなくなる。従って，個別的に予算毎に，資金調達（租税）と公共財（支
出）の選好で投票する必要がある。
そこで R. A. マスグレイヴは，比例税と一律補助による再分配作用は，限界課税率の引き上
げとなって，補助費用の限界的逓減の問題が残りうることを指摘する。つまり累進課税の最高
課税率を段階税的に，累進税率を低めることは，富者（高所得者）を保護することになる。従
って，貧者（低所得者）に対する一律補助は，選別的（差別的）にならざるを得ないであろう。
「すべての人に対し等しい給付を支払う」（pay equal benefits to everyone）（福祉政策）は，最
底辺（誰にでも）欲求を満たすことはできないし，実行するならば，きわめて大きな予算を必
要とする，従って，高齢，健康などの救済策の欲求に，一律補助（援助）は，等しい状態をも
たらすことはない。故に，R. A. マスグレイヴは，「再分配は，その本来の性質から，付与する側
と受給する側との間で，異なる扱いをせねばならない。適切な政策目票としての，定めた目標
の差別的扱いは，それが課税における等しい者の不平等な取り扱いではあるが，もしくは支出
給付からの特定集団の恣意的排除であるとしても，非人道的差別でないことと区別されるべき
である」（137 頁）という。
Ⅴ．財政制度の合法性――財政分権化――
財政学の最後の課題は，財政制度の設定である。財政機能の実施期間である行政組織の在り
方である。所謂，財政システムの相互作用についてである。R. A. マスグレイヴは，これを連邦
主義（Federalism）と財政との関係にて論じている。財政の連邦主義は，アメリカでは委任，
欧州連合では，補完性，そしてわが国では，地方分権として，国家の自治権と財政協調に言及
する問題なのである。
連邦（単一）国家の財政機構について，公共財の供給（配分），分配および安定問題について
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言及している。
公共財の概念について，（１）純粋公共財（pure public goods）―結合供給―，クラブ財（club
goods）―競合供給―および混合財（mixed goods）の性格を包括している。公共財の効率性は，
便益と享受する人々が，公共財・サーヴィスの供給を決定し，その費用をも負担することであ
る。従って，全国規模での便益をもたらす公共財およびサーヴィスは，国家（連邦）レベルで
供給される。地方（地域）規模での便益をもたらす公共財・サーヴィスは，地方（地域）―州，
郡，市町村―で供給されるべきである。その供給は，地域差があり，便益の供給が，正の外部
性をもたらすこともあり，負の外部性をもたらす場合がある。従って，その費用負担は，その
選好の格差が生ずるので，差異が生じる。それ故，供給される公共財・サーヴィスの三つの―
全国，地域・地方の―単位によって，行政単位を決定することが大切である。これらの行政単
位による便益供給と費用負担の財政制度が，財政単位なのである。このような効率的な財政単
位の設定は，効率的な空間的配置なのである。ヒエラルキー型の空間的配置には，権限委譲（地
方分権）が必要であるが，フラット型の空間的配置には，補完性（subsidiarity）の原理が作用
する。それ故，連邦国家であれ，地方公共団体（自治体）であれ，便益の消費者（国民や住民）
の選好度に従って，配分がなされることが必要である。
従って，分権化（decentralization）は，より小さな政府の公共財・サーヴィスの提供が，消
費者（住民）選好の適正化に留意すべきである。単なる政府の細分化は，管理や経済性の面か
ら非効率的な側面をもたらす。従って，政府間の競争の適正を維持することが必要である。こ
のように財政上，政府間の空間的設計を，各公共財・サーヴィスの便益と費用負担との効率性
に一致させるべきである。
この課題に対して，解決的提案をしたのは，C. ティボ （ーCharles Teibout）の論文（‘A Pure
Theory of Local Government Expenditures’. 1956. J.P.E. 64. 416-424 pp.）に，「足による投票」
（voting with the feet）の帰結（法則）である。その帰結は次の如くである。（１）税制は人頭
税形式で，地方財政は資産課税とする。資本課税は資源配分を歪める。（２）所得は居住地の選
択と関係ない。所得税は，地域と広域との公共財・サーヴィスの供給と一致しない。（３）所得
と居住との関係は，便益の高い供給への選択を居住者はすることになる。従って，足による投
票は，効率的な予算を求め，低税率を求める資本によってなされる。（４）ティボー定式モデル
は，等しい所得を仮定し，同じ嗜好を持つことを前提としている。高所得者が，同一公共財・
サーヴィス便益に対し高い費用負担を，低所得者が，低い費用負担をという，選択の組み合わ
せが可能である選好を前提としている。クラブ財的便益供給は，効率的な格差，水準の費用負
担をする。この適正が欠如する場合は，費用逓減の法則による理由で失敗する。
このティボー・モデルは，同じ嗜好を持つ人々が，同一地域での居住を提案することになり，
効率的帰結が得られる。このモデルの実行はサーヴィス機能の空間的配分の順序付け―政策設
計―が必要となる。この政策設計とは，便益の発生する支出が選択され，それに対する便益課
税を必要とする。中央政府は，可動的な課税，地方財政は，可動的でない課税を利用すること
になる。
従って，財政分配政策として，機能的な民主主義でなければならず，理論的には，個々人が
全国規模（国家）か，地域性を持つ分配に関心をもつことに留意せねばならない。社会保障や
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福祉と累進課税の組み合わせは，資本課税が必要となり，常に中央集権化でなされなければな
らない。分権化はそれを妨げることになる。
経済安定政策は，常に，中央銀行との関連において，中央集権化においてなされるべきこと
になる。それは，地方財政では，外部性を常に発生させる危険性がある。
次に，連邦主義的財政構造については，常に，中央政府と地方政府との空間的配置が問題と
なる。一人の国民は，国家の成員であり，もう一つは，連邦の共同市民である。従って，財政
も，国家財政と地方財政（行政管区機関の各行政）との空間的配置となる。
最初の財政問題は，便益の範囲，即ち，支出機能の割り当ての決定が重要となる。国家機能
と地方機能との識別である。明らかなのは，国防，司法，および国家規模の公共事業の機能は，
国家の機能による便益であり，その支出が行われる。例えば，国道，ハイウェイは，国家機能
であるが，地域的ハイウェイは地方機能である。このように，高レベルとそれ以下のレベルの
機能が存在する。そして，独立的或いは固有的に地方（地域）に属する機能がある。地域にと
ってそれらの固有性の機能―州ハイウェイ等―は，地方機能である。
支出機能の識別に対応する資金調達―租税―の区分けが重要な課題となる。まず，個人所得
税は，支出能力に応じた税制として，収入の発生如何にかかわらず，すべて所得を単一ベース
にして課税されるべきである。殆ど国家機能―純粋公共財・サーヴィス―に充当する。また州
や他の市町村においても，累進課税方式の導入による財政システムの再分配にとっても重要で
ある。次に，法人所得税は，公平性から，事業収益の所在と企業会社の居住地を明確にして，
その分配方法を確立すべきである。各州ごとの格差的税率は，資本の流動を歪め，効率的な運
用を妨げる。従って，州間に均一税率を課することによって，多少はその弊害を少なくするで
あろう。最後に，一般物品税や売上税―消費税―は，異なる税率でも，資本の流動性と効率的
な運用を歪めることはないであろう。
地方財政において，資産課税は，課税ベースの可動でない部分に適用することは適切であろ
う。また，それは支払能力の補完的な手段としても利用してよい。
最後に特定税は，地方の各政府レベルに適用する課税であろうが，すべての課税ベースを排
他的に割り当てることにはならない。しかしこの単なる政府間の課税問題には，国家と地方政
府間の調整が必要となる。
ここに政府間整合性を図るための種々なる補助金（grant-in-aid）の必要性がある。この問題
は，課税の中央集権化と支出の分権化の問題と，再分配・非配分の問題を生じさせることにな
る。補助金は，特定の下級政府のプロジェクト計画を支援し，また，均等化するために設定さ
れる。これは行政管区機関の財政力を均等にする目的を持つものであろう。そして，中央政府
の選択されなかったプログラムに対する外部性（欠陥）を補完し，また，地方政府固有のプロ
グラムを支援することになる。従って，補助金は財政力を等しくし，行政管轄区域の不均衡を
減らす機能がある。高い財政力を持つ行政管轄区域から低い財政力を持つ区域へと補填し，高
いニーズを充足する機能を持つ。しかし補助金は，分権型（ブロック型）補助金か，中央集権
化型（マッチング型）補助金かに留意すべきである。
そこで，R. A. マスグレイヴは，「代替的アプローチは，州を超えて，個人間の公平を担保する
ための，そして居住の選択に及ぼす財政の影響を中立化することによって，効率性を促進させ
18 Journal of the Faculty of Economics, KGU, Vol. 15, December 2005
る手段として補助金を考える」（168 頁）のである。この考え方は，水平的公平（principle of
horizontal equity）（等しい状況にある人々には等しい取り扱い）の原則を国家と国内の行政管
轄区域レベル間にも適応することになる。税負担と支出便益を等しく取り扱うことの調整する
方法として，補助金を取り扱うべきなのである。これは，公平を求めて，居住者間の移転
（transfer）をさせるか，政府間の財政力の移転によってなされるかの選択なのである。無論，
居住者がどちらを選択するかを妨げるものではない。R. A. マスグレイヴは，補助金に対する
理論的アプローチ（方法）を提唱している。これが連邦主義の問題の本質なのである。
第三番目の財政問題は，独立的国家間の財政作用である。このような例として，ヨーロッパ
型国家問題である。原則的に，独立国家間に，競争，調和の財政システムが可能か否かである。
国家間の競争の役割は，各国家間の財政の非効率性をチェックする役割を示している。
政府間競争は，居住者間（例えば，ベッドタウン）に同じ選好を求め，しかも課税は一括税
（lump-sum tax）か，便益課税（benefit-tax）形式をとると，財政効率性（fiscal efficiency）に
役立つ。問題は，一方の行政管轄区域で便益の供給を受け，他方の行政管轄区域で所得税が支
払われる場合である。即ち，住民の公共財・サーヴィスの享受と税負担が一致しないことであ
る。効率的なサーヴィスに対する財政義務が回避される状態の政府間競争は，税率の逓減によ
る競争が不可能なことである。従って，すべての課税ベースが等しく可能的な―公共財・サー
ヴィス便益に対応する―ことは不可である。殊に，地方課税の課税ベースを（効率的に）資産
―土地および労働等―に求めることは，可動的でない。また，資本は可動的であるが，資本課
税は，純収益の増加を求めて，資本流出するであろう。更に，政府間の便益を求めて，労働を
移転させることは不可能である。況してや，高い税率で得られる利得は，地域ストックの減少
で生ずる労働者の所得損失で相殺するという選択はしないというW. オーツ（W. Oates）及び
Ｒ.シュヴァッツ（R. Schwab）の主張と同一である。従って，完全な競争市場と資本移動性を
所与として考えるならば，資本課税は，便益水準まで切り下げられると言う見解に従うことに
なる。実際には，政府間の経済性は，共通の課税最低水準を維持することによって，資本流出
を最小にするための暗黙の同意と，市場の不完全性を基盤におくだろう。
この見解は，源泉国の資本所得に対する課税に適用できる。租税回避は，投資場所の変更よ
り居住の変更（移動）を選択するであろう。居住課税は，税率操作によって適用されるが，補
完性の実現にはほど遠い。従って，差別課税の歪みは，課税の中立性に代って調和を求められ
る。故に，課税ベースとしてすべて資本所得に適用することが望ましい。税率の均一化は次善
の作用を求めることになろう。
R. A. マスグレイヴは，空間的（分権化）における最適財政構造を達成するためには，効率と
公平の原則は，理論的には可能であるが，歴史的及び政治的条件（要素）が入ることによって，
不確定性を増大させる。連邦主義的財政学は，分権化システムより成り立っている。分権化の
可能性として，単一国家，連邦及び自治権のある国民国家の財政のあり方に言及している。自
治権のある国民国家（the set of autonomous nation-states）は，ヨーロッパ連合を連想してい
る。
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Ⅵ．財政学研究方法の帰着――財政哲学――
20 世紀後半における財政学研究方法は，公共経済（R. A. マスグレイヴ）と公共選択（J. M. ブ
キャナン）の二つの方向に大別することができる。換言すれば，財政学誕生の基本的要素であ
る。一方では政治学的部門と他方では経済的部門の統合的研究ではなく，それぞれに研究の軸
足を置いた方法論を展開してきた。そこには，常に，両部門の原理，原則の衝突が課題となっ
てきた。換言すれば，効率と選択の課題である。この二律背反性を何とか統合又は統一的に解
決せんと努力してきた。
しかしながら，常に，財政学の経済学的解―効率性―は，公平原則の観点の導入によって，
不確定性が存在し，外部性の要素が，その解の幅を広げてしまう。他方，財政学の公共選択的
解―民主主義―に関しては，平等という原則から，個々の成員への不満足性を助長させてしま
うことに頭を悩まさせる。この後者の問題に取り組んだのが，J. M. ブキャナンであった。彼
は次の如く述べている。「この〔政治＝私註〕部門が，いかに機能するかの実証的説明，理解・
解釈と，達成可能な範囲で，「最善」（‘best’）と思われることと，政府部門の作用の規範的評価
との両側面がある。」（205 頁。）この場合，両側面の夫々のルール―経済哲学と政治哲学―の正
当化という限界を越えて，経済＝政治的秩序，即ち，道徳＝倫理的次元に踏み込まざるを得な
いであろう。これは財政学における経済的要素と政治的要素の両者に影響する因子である。そ
の因子は，道徳的要素である。J. M. ブキャナンは，道徳的次元にそって，実現可能な効果に焦
点をあてて制度改革を提言する。18 世紀から 19 世紀後半までは，道徳哲学者達（例えば，アダ
ム・スミス等）によって，経済政策（political economy）と政府（Government）について言及
した。19 世紀後半から 20 世紀は，進歩主義（idea of progress）によって，相互に干渉する政策
を展開してきた。20 世紀後半には，J. M. ブキャナンによって，制度的・立憲的構造に立脚して，
政治経済学の改革が提唱されてきた。
まず最初の命題について，（１）人間行動の動機付けとして，利益追求が，道徳的許容量と一
致する。その際，許容量は，関連する人数と位置，関係性の程度にある。（２）の命題は，当事
者間に，自発的交換関係が成立すると言うルールが，個人と政治共同体との関係にも適用され
ると言う道徳的許容量に基づくことである。道徳的許容量は，日和見的な自己利益追求の行動
にも及ぶことになる。
現代の政治が，財政的再配分を通して，選挙に大きなインセンティヴを与え，租税の移転（再
配分）による福祉政策を実行している。ここに自己帰属先である階級や集団，地区，職業，仕
事，産業に対して行動する。福祉国家は，個人の最善の福祉水準を，平均値にまで引き下げた
水準で推移する。これが，福祉の達成目的となり，公平概念を形成する。しかし，この配分が，
財政危機を招来することになる。
J. M. ブキャナンは，この問題について，三つの理念的モデルを提供する。（１）道徳的無秩
序（moral anarchy），（２）道徳的共同体（moral community）及び（３）道徳的秩序（moral
order）である。（１）のモデルは，個々人が日和見的自己利益追求型の行動で反映される。従
って，非道徳的秩序モデルである。（２）のモデルは，理念として，多数の人々が共同体を道徳
上の単位と仮定し，共同体利益（interest of community）を追求する。従って，共同体における
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個別的利益の衝突は避けられることになる。（３）のモデルは，F. A. ハイエク（Hayek）の「偉
大な社会」（the great society）と同様に，他人の利益を自己の利益と同一視しない道徳的秩序
なのである。（３）のモデルでは，個々人の便益を認め，相互的交換の存在を認める。その間に，
他人に対して敬意と慣用を認めるルールに忠実に従うのである。この三つのモデルの中，（２）
のモデルは，1960 ～ 80 年代にかけては，日本株式会社が，相当程度に現実化していた。しかし，
ここには，道徳的無秩序に陥りやすいと警告する。この秩序は歴史的伝統（historical tradition）
へと高められることがない場合が多いからである。日本も含めて，東洋社会において，（２）の
モデルから（１）のモデル形態へと逆進行する。J. M. ブキャナンの理念形態は，（２）の道徳的
共同体から，（３）の道徳的秩序のある共同体への前進を提唱しているのである。
このモデルの逆行現象が生ずるのは，そのモデル―例えば，道徳的共同体―が，歴史的伝統
までに高められず，遺伝子的定着をもたらさなかったことに起因する。1950 年代の二極化の崩
壊が 1989 年の「ベルリンの壁の崩壊」により始まった。それは，個人主義と集団主義の―共産
主義者の―イデオロギーの終焉を意味し，政治体制が市場（資本主義）経済原理で運営され，
自由民主主義政体へと意識的変化することによって，現実化した。しかし，この政治体制の進
化―国民の共同体―が道徳的共同体として定着するのには，歴史的伝統が必要なのである。
道徳的共同体の動機付けの低下は，古典的自由主義の理念において，常に，個人の自由主義
への回帰性向にあった。近代化は，民族，人種，宗教的関係で定義される自己同一性（self-
identity）を喪失し，人類共同体の構成員として意識されるまでに改革されることにある。この
道徳的共同体にとって替わる道徳的秩序の形成が重要なのである。道徳的共同体の道徳的無秩
序への回帰性向は，政治的外部性にあった。政治的外部性（political externalities）は，公共利
益（public interest）の名の下に，常に，私的利益を犠牲（sacrifice）するという集団利益（group
interest）の追求にあった。この政治的外部性が，私人への優遇を常に与えると言う回帰的動機
付けとなる。
18 世紀後半に誕生した政治経済学は，この道徳的無秩序―自然的自由主義―の理念に答えて
きた。つまり個々人の所有権と個人的権利の確保であった。前者は，市場経済制度，後者は，
暴力と詐欺から守るための法律制度によって，道徳的無秩序への行動を回避させてきた。そし
て約二世紀に亘って，道徳的共同体―近代国家―の出現を望んだ。それにも拘わらず，市場経
済は，取引の乱用と許容的資源利用の非効率性による外部性を起生させ，法律は，個人への道
徳的秩序の牽制よりも，集団的非道徳的行動―国家―による外部性を出現させてきた。ここに
道徳的共同体による外部性によって，近代概念は破壊されていったのである。
21 世紀の（財政学的）課題は，この外部性を解決するための解を探求するべきであろう。そ
れは，共同体の構成員が，私的であろうと，集団的であろうと，その行動において，犠牲と破
壊を目的として展開しないことである。そこでは，道徳的秩序の「典礼法規」（rubric of moral
order）―市民共同体を保持し，道徳的共同体の狭量に誘導されないこと―に従うべきである。
その道徳的秩序の理念は，J. ロールズ（John Rawls）の「正義」（Justice）―政治的平和と最小
限の合意（minimal consensus）―なのである。
J. M. ブキャナンが，道徳的共同体を再び道徳的無秩序へ戻すことなく，次の（三つ目のモデ
ル）道徳的秩序へ進むためには，「正義」という道徳的制約に基づく秩序体系を構築する必要性
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を唱導する。それには，J. グレイ（John Gray）の主張する，この二世紀間の敗北主義体系―ロ
マンテッィクな幻想―からの脱却と，J. M. ブキャナンの制度的・立憲的改革―最小限の規範―
の行動が必要なのである。
この改革― 一歩前進―の方向は，肥大化された市場と政治の外部性の除去にある。私的及
び公共的行動に関する道徳―正義―の崩壊を立て直することにある。福祉国家の拡大が招いて
いる「最大化」―外部性の発生―から，「最小限」への制度改革である。その改革は，市場経済
と政治における変革である。財政政策―改革―は，取り込みすぎた両部門への返却のプログラ
ムを行動に移す必要があろう。市場経済は，効率性を原則として，政治的先導型の体制の立て
直し―自律性の回復―が必要である。これに対して，政治体制では，民営化（privatization），
権限委譲（devolution），補完性（subsidiary），及び分権化（decentralization）の改革が必要で
ある。このような公共部門の改革には，個人主義の外部性に耐えうるような基準が必要である。
J. M. ブキャナンは，「道徳的」（moral）な規準に基づかれねばなければならないと述べる。
標準的な経済的効率と公正な公共部門の制度改革の規範は，道徳的秩序にある。道徳的秩序
は，財政学の最小化―財政原則―が重要な要素であり，「公共」（public as commons）と「社会
資本」（social capital）の充実に導く。
共有財としての公共の概念については，次の如く要約することが出来る。「課税と公共財便
益の供給（現金の移転を含む）の両面について，一般性をもつような補足的な立憲的要件があ
れば，多数派によるレント・シーキングの誘因を大幅に，ヒットすると劇的に削減すすること
ができる。税金の徴収や便益の分配の両面における公然の差別的取扱いが，通常の政治の枠外
のものと規定されるなら，多数決ルールは許容できる程度に効果的に機能する。先述したよう
に，多数派連合が表明する選好は，財政的調整のいくつかの関連次元に応じて異なるであろう。
しかし，あからさまな財政的搾取によって利得を得る可能性は，完全ではないにしろ，大部分
まで取り除かれる。」（219 ～ 220 頁）
次に，制度的・立憲的改革（institutional-constitutional change）が，道徳性によって，私的及
び公的行動が成立すると仮定しても，これまでの差別的で，日和見的行動（non discrimination-
action）が，とめられるかは，疑問である。それは，20 世紀初期に展開された，集産主義
（collectivism）が，個人への統制に失敗したことによって演繹できる。つまり，社会資本の価
値（valuable social capital）を減じただけであった。その資本（capital）は，「独立心，法の遵
守，独立，勤勉，自信，永続感，信頼，相互尊重，寛容という個人の態度」（220 頁）である。
この資本（＝道徳的秩序）を，集団行動から生まれる利得（社会資本）が，破壊していったの
である。その社会的資本の作用は，「無責任，依存心，差別的な搾取，日和見的利益追求，目先
の快楽主義，合法的非難，訴訟，不信，不寛容，特に“政治上不穏当な”不寛容」（220 ～ 221 頁）
へと態度を変えたことであった。従って，古典的新自由主義経済と財政規範も，この集産主義
と同じ道を辿っている。ここで，社会資本は，経済学的資本概念ではなく，行動規範（be-
havioral norms）と公的態度（public attitudes）である。自由の選択はこの道徳的秩序によって
なされるべきである。
J. M. ブキャナンは，21 世紀は，国民国家の市民が，私的及び公的行動を動機付ける社会秩序
を描写するのではなく，政治体が，人々の信頼と敬意に立脚した道徳的秩序によって形成され
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るべきことを提唱する。
R. A. マスグレイヴは，J. M. ブキャナンの道徳的秩序の原則に対して，次のような見解を述
べている。この道徳的秩序は，市場による供給によっても，公共財の供給においても満たされ
るが，共同体の道徳的無秩序への回帰は，福祉国家とその予算規模の膨張によって生じるとい
う J. M. ブキャナンの主張には，いささか苦言を呈している。M. ウエーバー（Max Weber）の
「望ましい」（desirable）理念，J. J. ルソ （ーJean Jacques Rousseau）の平等の理念及びF. V. ハ
イエク（Friedrich von Hayek）の正義の理念による必要性もない。また，宗教的道徳性―例え
ば，ルカの黄金率（Luke’s golden rule）―でもなく，I. カント（Imanuel Kant）の定言的命令
（categorical imperative）―絶対的無条件に守るべき道徳法の命令―と，仮言的命令
（hypothetical imperative）―ある目的や結果を条件とした従属的命令―の満たされている社
会でもない。そして，純粋経済理論のパレートの最適解を超えて，R. A. マスグレイヴの選択は，
「効率的制度として，市場の利己利益の原理と制度的道徳のインプットとしての正義や，他人
への共同体的関心を結びつける」（226 頁）ことにある。
道徳的頽廃（moral rot）―市民社会秩序（civil order）―の暗影及び政治汚職と堕落（cor-
ruption and depravity of politics）は，歴史的に，20 世紀にも存在している。この頽廃は，二つ
の戦争によって起生し，他方は，資本主義システムの社会化―ニュー・ディール―によって，
道徳性への侵害が始まっていたとの理解は容易にできよう。経済学におけるモラル・ハザード
（moral hazard）の発生は，新たに外部性の問題を生じさせている。
財政学における外部性の発生が，どのようにモラル・ハザードを生じさせているのだろうか。
例えば，社会的セーフティネット（social safety net）が労働意欲を減退させ，社会保障（social
insurance）が貯蓄を減少させ，そして課税が労働インセンティヴを低下させるのであろうか。
一部分的また暫時そのような効果的現象が現れるかもしれない。また，公共部門としての教育
や公衆衛生の改善は，文明社会の向上に資することも否定できない。その上，J. M. ブキャナン
が取り上げる道徳性の低下―礼儀の低下，ビジネスの信頼の低下，誠実さの低下など―は，社
会性の頽廃をもたらしていることは認識できる。この原因が，すべて公共部門の行為―財政―
に起因するとは考えられない。それは，むしろ市場経済の成長に伴う，ネガティヴ（負）の変
化によるものである。
蓋し，公共―財政―部門の拡大は，市民のニーズ（欲求）が，結託（coalition）の変化をもた
らし，J. A. シュンペーター（Schumpeter）の企業の拡大を阻害する心配があるかもしれない。
他面，差別的取扱いを生じさせる心配がある。従って，望ましい区別（differentiation）は必要
であるが，一般性ルール（ブキャナン）に従って，個別的利益に役立たない公共利益への誘導
は必要である。一般性ルールが，特別利益の便益の創出に向けられるならば，市場―自立的―
移転システムを歪めるであろう。公共―財政―部門の再分配方式の提案―比例税と大衆補助金
―は，予算を膨張させる。この方式は，累進課税方法を無視することになる。望ましい財政方
式は，比例課税に対して，純粋公共財―非分割性財―への回帰的供給である。
市場経済は，効率的且つ有益であるが，それ自体，道徳的秩序を構成するものではない。良
い社会は，無秩序であってはならない。従って，共同体としての国家は，秩序ある道徳的規範
が必要であろう。J. M. ブキャナンの「道徳的国家」―道徳的秩序モデル―もまた，パレートの
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最適解と乖離することになる。従って，アダム・スミスの著書『諸国民の富』を理解するため
には，同時に，同著者の『道徳情操論』（The Theory of Moral Sentiments. 1759.）をも読むこ
とが，大切であろう。
かくして，20 世紀後半において，財政学の理論及び分析が，R. A. マスグレイヴ―公共経済―
と J. M. ブキャナン―公共選択―の両見解（学説）を中心に数多くの研究が展開された。しか
し，財政学研究の二つの方向に横たわる諸問題（乖離）は，依然として残存している。両者の
討論においても，この問題に言及されている。就中，財政的規範としての財政学の概念（con-
cept）―財政哲学―の再構築の必要性が示唆されているように思われるのである。
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